別記様式　第１号（第３の２関係）
経営展開計画（兼取組確認表）
農業協同組合
信用農業協同組合連合会
農林中央金庫　　　　　　　　　支店
銀行　　　　　　　　　　　店　　御中
信用金庫　　　　　　　　　店
信用協同組合　　　　　　　店
株式会社日本政策金融公庫　　　支店
沖縄振興開発金融公庫　　　　　支店
年　 月 　日
住所
氏名
	該当する項目にチェック
	□　実質化された人・農地プラン等の中心となる経営体
□　農地中間管理機構から農用地等を借り受けた者
□　目標地図に位置付けられた者
□　地域における継続的な農地利用を図る者として市町村が認める者


	ＴＰＰ等の発効に伴い想定される農業経営への影響
	

	上記に対応するために行う取組内容
	（農産物輸出に関する内容　□有・□無）

	取組内容の概要及び目標
	

	確認資料
	

	確認結果
（融資機関が記入する）
	適 ・ 否


上記計画は、担い手経営発展支援金融対策事業に基づく利子助成金の交付が前提となっているので、同措置について、代理申請をお願いします。

（記入例）
経営展開計画（兼取組確認表）
農業協同組合
信用農業協同組合連合会
農林中央金庫　　　　　　　　　支店
銀行　　　　　　　　　　　店　　御中
信用金庫　　　　　　　　　店
信用協同組合　　　　　　　店
株式会社日本政策金融公庫　　　支店
沖縄振興開発金融公庫　　　　　支店
年　 月 　日
住所
氏名
	該当する項目にチェック
	□　実質化された人・農地プラン等の中心となる経営体
□　農地中間管理機構から農用地等を借り受けた者
□　目標地図に位置付けられた者
□　地域における継続的な農地利用を図る者として市町村が認める者


	ＴＰＰ等の発効に伴い想定される農業経営への影響
	（記入例Ａ）輸出相手国の段階的な関税撤廃に伴う○○○○輸出機会の拡大
（記入例Ｂ）段階的な関税撤廃による外国産○○○○の輸入増大に伴う△△△△の国産生食用の需要減
（記入例Ｃ）段階的な関税撤廃による外国産○肉の輸入増大に伴う枝肉価格の低下
（記入例Ｄ）段階的な関税撤廃による外国産○○○○の輸入増大に伴う市場価格の低下

	上記に対応するために行う取組内容
	（記入例Ａ）輸出への取組
（記入例Ｂ）加工・販売事業への取組
（記入例Ｃ）増頭による経営規模の拡大
（記入例Ｄ）低コスト化への取組
（農産物輸出に関する内容　□有・□無）

	取組内容の概要及び目標
	（記入例Ａ）
　来年から本格的に輸出事業に取り組むため、出荷前の製品を保管するための倉庫をスーパーＬ資金及び貸付当初５年間の利子助成（農業近代化資金及び利子助成）を利用して新設する。
　これにより、５年後の売上高を15％増加（○年比）することを目指す。

　現状：●●（千円）→目標：令和○○年：●●（千円）
（記入例Ｂ）
　新たに△△△△の加工・直売に取り組むため、加工場兼直売所をスーパーＬ資金及び貸付当初５年間の利子助成（農業近代化資金及び利子助成）を利用して建設する。
　これにより、５年後の売上高を30％増加（○年比）することを目指す。

　現状：●●（千円）→目標：令和○○年：●●（千円）
（記入例Ｃ）
　これまでも計画的に順次○○○を増頭してきたが、更なる経営安定を図るため、スーパーＬ資金及び貸付当初５年間の利子助成（農業近代化資金及び利子助成）を利用して75頭増頭する。

　これにより、経営規模が1.5倍（150頭→225頭）になり、５年後の売上高を30％増加（○年比）することを目指す。

　現状：●●（千円）→目標：令和○○年：●●（千円）
（記入例Ｄ）　
　生産コストを削減するため、スーパーＬ資金及び貸付当初５年間の利子助成（農業近代化資金及び利子助成）を利用して○○○○収穫機械を導入し、経営費を10％圧縮（○年比）することを目指す。

　現状：●●（千円）→目標：令和○○年：●●（千円）

	確認資料
	（記入例Ａ）倉庫の設計書、見積書等
（記入例Ｂ）加工場兼直売所の設計書、見積書等
（記入例Ｃ）見積書等
（記入例Ｄ）省力化機械の契約書等

	確認結果
（融資機関が記入する）
	適 ・ 否


上記計画は、担い手経営発展支援金融対策事業に基づく利子助成金の交付が前提となっているので、同措置について、代理申請をお願いします。

収支計画（個人）
	
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	目標（５年目）

	農業粗収入
	
	
	
	
	

	
	記入例
水　　稲
	経営規模
	
	
	
	
	

	
	
	生産量
	
	
	
	
	

	
	
	売上高
	
	
	
	
	

	
	
	経営規模
	
	
	
	
	

	
	
	生産量
	
	
	
	
	

	
	
	売上高
	
	
	
	
	

	
	
	経営規模
	
	
	
	
	

	
	
	生産量
	
	
	
	
	

	
	
	売上高
	
	
	
	
	

	
	
	経営規模
	
	
	
	
	

	
	
	生産量
	
	
	
	
	

	
	
	売上高
	
	
	
	
	

	
	作業受託収入
	
	
	
	
	

	
	その他（　　　　）
	
	
	
	
	

	農業経営費
	
	
	
	
	

	
	原材料費
	
	
	
	
	
	

	
	施設・機械費
	
	
	
	
	
	

	
	
	うち減価償却費
	
	
	
	
	

	
	出荷販売経費
	
	
	
	
	
	

	
	雇用労賃
	
	
	
	
	
	

	
	支払利息
	
	
	
	
	
	

	
	支払地代
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	

	農業所得
	
	
	
	
	

	農外所得
	
	
	
	
	

	年金被贈等
	
	
	
	
	

	農家総所得
	
	
	
	
	

	家計費
	
	
	
	
	

	租税公課
	
	
	
	
	

	償還財源
	
	
	
	
	

	償還金（元本）
	
	
	
	
	

	差引余剰
	
	
	
	
	

	施設・機械等の設備投資
	
	
	
	
	

	農業負債（短期）
	
	
	
	
	

	農業負債（長期）
	
	
	
	
	

	農外負債
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


※　農業経営改善関係資金基本要綱（平成14年７月１日経営第1704号農林水産事務次官依命通知）別紙１の⑴により、経営改善資金計画書を作成されている方は、省略できます。

収支計画（法人）
	
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	目標（５年目）

	売上
	
	
	
	
	

	
	記入例
水　　稲
	経営規模
	
	
	
	
	

	
	
	生産量
	
	
	
	
	

	
	
	売上高
	
	
	
	
	

	
	
	経営規模
	
	
	
	
	

	
	
	生産量
	
	
	
	
	

	
	
	売上高
	
	
	
	
	

	
	
	経営規模
	
	
	
	
	

	
	
	生産量
	
	
	
	
	

	
	
	売上高
	
	
	
	
	

	
	
	経営規模
	
	
	
	
	

	
	
	生産量
	
	
	
	
	

	
	
	売上高
	
	
	
	
	

	
	
	経営規模
	
	
	
	
	

	
	
	生産量
	
	
	
	
	

	
	
	売上高
	
	
	
	
	

	
	その他（　　　　）
	
	
	
	
	

	売上原価
	
	
	
	
	

	
	期首商製品棚卸高
	
	
	
	
	

	
	当期商品仕入高
	
	
	
	
	

	
	当期製品製造原価
	
	
	
	
	

	
	
	材料費
	
	
	
	
	

	
	
	労務費
	
	
	
	
	

	
	
	賃借料
	
	
	
	
	

	
	
	その他経費
	
	
	
	
	

	
	
	（減価償却）
	
	
	
	
	

	
	期末商製品棚卸高
	
	
	
	
	

	売上総利益
	
	
	
	
	

	販売費・一般管理費
	
	
	
	
	

	
	役員報酬
	
	
	
	
	

	
	その他人件費
	
	
	
	
	

	
	出荷販売経費
	
	
	
	
	

	
	減価償却費
	
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	
	

	営業外利益
	
	
	
	
	

	営業外費用
	
	
	
	
	

	
	支払利息
	
	
	
	
	

	経常利益
	
	
	
	
	

	税引前当期利益
	
	
	
	
	

	法人税等充当額
	
	
	
	
	

	税引後当期利益
	
	
	
	
	

	償還財源
	
	
	
	
	

	償還金（元本）
	
	
	
	
	

	差引余剰
	
	
	
	
	

	施設・機械等の設備投資
	
	
	
	
	

	農業負債（短期）
	
	
	
	
	

	農業負債（長期）
	
	
	
	
	

	農外負債
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


※　農業経営改善関係資金基本要綱（平成14年７月１日経営第1704号農林水産事務次官依命通知）別紙１の⑵により、経営改善資金計画書を作成されている方は、省略できます。
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